
No. 事業名 事業概要 自殺対策の視点からの事業の捉え方 担当課

1
男女共同参画に
関する講座、講
演会等の実施

町民、事業者、自治組織、
行政が連携・協働する中
で、男女が互いにその人権
を尊重し、性別にとらわれる
ことなく、その個性と能力を
発揮できる社会の実現に向
けて、男女共同参画に関す
る講演会等を開催する。

講座や講演会を通して、職務にまつ
わる男女の責務や環境の現状を知
り、男女ともに働きやすい職場等の環
境が整備されることで、自殺の原因・
動機となる勤務問題のリスク減少にな
り得る。

人権推進課

2
女性に関する相
談

DV（夫婦間、パートナー間
の暴力）に関する相談対応
を行う。

相談者の中で、自殺リスクが高い者
に対して、必要な助言や適切な支援
先へつなぐ等の対応を行うことができ
れば、自殺リスクの軽減にも寄与し得
る。

人権推進課

3

各種手帳申請受
付
・精神障害者手
帳
・身体障害者手
帳

障がいの種別と状態を確認
し、福祉施策・福祉サービス
を利用しやすくし、障がい者
の日常生活の充実、自立に
向けて支援を行う。

申請に際し、当事者や家族等と対面
で応対する機会を活用することで、問
題の早期発見・早期対応への接点と
なり、自殺リスクの軽減に寄与し得
る。

福祉課

4

各種手当申請受
付
・特別障害者
・障害児童福祉
手当
・特別児童扶養
手当

心身の障がいにより日常生
活において常に介護を必要
とする者や障がいのある児
童の養育者に給付し、福祉
の増進につなげる。

障がい児を養育・監護している世帯
は経済的・身体的負担が大きく、自
殺リスクも高まる可能性があり、当事
者や家族等と対面で応対する機会を
活用することで、問題の早期発見・早
期対応への接点となり、自殺リスクの
軽減に寄与し得る。

福祉課

5
自立支援医療
（精神通院）

精神通院医療に係る費用
の一部を公費にて負担す
る。

申請に際し、当事者や家族等と対面
で応対する機会を活用することで、問
題の早期発見・早期対応への接点と
なり、自殺リスクの軽減に寄与し得
る。

福祉課

6
自立支援医療費
（更正・育成）

障がいを除去・軽減する手
術等の治療費を公費にて負
担する。

申請に際し、当事者や家族等と対面
で応対する機会を活用することで、問
題の早期発見・早期対応への接点と
なり、自殺リスクの軽減に寄与し得
る。

福祉課
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No. 事業名 事業概要 自殺対策の視点からの事業の捉え方 担当課

7
障害福祉サービ
ス費給付事業

地域生活を送る上で必要な
福祉サービスの利用を提供
する。

支給に際して、当事者や家族等と対
面で応対する機会を活用することで、
問題の早期発見・早期対応への接点
になり得る。
障がい支援区分認定調査、概況調
査による情報は、自殺のリスクにもリン
クする可能性があり、接触時のアプ
ローチにより、生きることへの包括的
支援（自殺対策）の拡充を図ることが
できる。

福祉課

8
障がい児通所支
援・障がい児相
談支援事業

障がいのある子どもに対す
る障がい福祉サービスの提
供や児童福祉法に基づく障
がい児通所支援等の専門
的な支援を提供する。

支給に際して、当事者や家族等と対
面で応対する機会を活用することで、
問題の早期発見・早期対応への接点
となり、自殺リスクの軽減に寄与し得
る。

福祉課

9

地域生活支援事
業（日常生活用
具の給付・相談
支援事業）

地域生活を送る上で必要な
福祉サービスの利用を提供
する。

支給に際して、当事者や家族等と対
面で応対する機会を活用することで、
問題の早期発見・早期対応への接点
となり、自殺リスクの軽減に寄与し得
る。

福祉課

10
民生委員・児童
委員活動事業

民生委員・児童委員は、
日々の暮らしの中の悩みの
相談を受け、必要時行政と
連携を行う。また一人暮らし
高齢者の安否確認等を実
施している。

民生委員等と連携を図ることで、行政
が発見しにくい問題の早期発見・早
期対応への接点となり、自殺リスクの
軽減に寄与し得る。

福祉課

11
障がい者虐待の
相談

障がい者への虐待の防止
や早期発見、虐待を受けた
方に対する保護等の支援を
行う。

虐待への対応を糸口に当事者や家
族等、養護者を支援していくことで、
背後にある様々な問題をも察知し、
適切な支援先へとつなぐ接点（生きる
ことの包括的支援への接点）となり、
自殺リスクの軽減に寄与し得る。

福祉課

12 子育て相談事業
育児についての不安等に
ついて、電話や面談にて相
談対応を行う。

面談時等において、異変や困難に気
づき、問題があれば関係機関につな
げる等、自殺対策を踏まえた対応の
強化にもなり得る。

健康づくり課
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No. 事業名 事業概要 自殺対策の視点からの事業の捉え方 担当課

13
子ども発育相談
事業

子どもの行動や発達等にお
いて専門家が相談対応を行
い、健やかな子どもの成長
発達を促す。

面談時において、異変や困難に気づ
き、問題があれば関係機関につなげ
る等、自殺対策を踏まえた対応の強
化にもなり得る。

健康づくり課

14
地域支援活動事
業

子育て支援を必要とする家
庭のために、地域の公民
館、集会所や家庭などに出
向いて、指導員が相談対応
を行う。

相談対応時に子育て環境や育児不
安等の状況を把握し、問題があれば
関係機関につなげる等、自殺対策を
踏まえた対応の強化にもなり得る。

健康づくり課

15
養育医療に関す
る事務

未熟児で、入院養育が必要
であると医師が認めた場合
に、医療費の一部を公費に
て負担する。

育児に係る悩みや経済的負担は自
殺に至る要因にもなり得る。申請の際
に問題を把握し、必要時、適切な支
援機関につなぐ機会にもなり得る。

福祉課

16
養育支援訪問事
業

特に支援を必要とする妊婦
や児童に対し、訪問を行い
相談対応や支援を行う。

本人や家族との面談時に状況を把握
し、問題があれば関係機関につなげ
る等、自殺対策を踏まえた対応の強
化にもなり得る。

健康づくり課

17
母子健康手帳交
付

妊娠届出により、母子健康
手帳を交付するときには、
専門職が個別に面談を行
い、育児等に不安を持つ保
護者に対し、社会的孤立を
予防し、安心して子どもを産
み育てられるよう支援する。

本人や家族との面談時に状況を把握
し、問題があれば関係機関につなげ
る等、自殺対策を踏まえた対応の強
化にもなり得る。

健康づくり課

18

各種健康診査
・乳児健診
・1歳6か月児～7
か月児健診
・3歳児健診

乳幼児の健康の保持増進
を図り、疾病や発育発達及
び育児環境上の問題を早
期発見し、適切な支援を行
うことを目的に、健康診査を
行う。

本人や家族との面談時に状況を把握
し、問題があれば関係機関につなげ
る等、自殺対策を踏まえた対応の強
化にもなり得る。

健康づくり課
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No. 事業名 事業概要 自殺対策の視点からの事業の捉え方 担当課

19
乳幼児期の栄養
指導

乳幼児の健やかな成長発
達を促すため、管理栄養士
が面談や電話、訪問を行
い、栄養指導を行う。

指導時に育児不安等、困難に気づ
いた際、問題があれば関係機関につ
なげる等、自殺対策を踏まえた対応
の強化にもなり得る。

健康づくり課

20
妊娠期からのケ
ア・サポート事業

健康や生活の不安等の問
題を持つ妊婦等について、
医療機関と連携して早期に
把握し、家庭訪問等による
支援を行う。

本人や家族との面談時に状況を把握
し、問題があれば関係機関につなげ
る等、自殺対策を踏まえた対応の強
化にもなり得る。

健康づくり課

21
妊産婦・新生児
等訪問指導

ケア・サポート事業や母子
健康手帳交付時等に把握
した妊産婦・新生児に対し、
保健師等が訪問をし、妊
娠、出産、育児等に必要な
指導を行う。

面談時に異変や困難に気づき、問題
があれば関係機関につなげる等、自
殺対策を踏まえた対応の強化にもな
り得る。

健康づくり課

22
乳児全戸訪問事
業

生後４か月未満の乳児のい
るすべての家庭を対象に、
第1子目は保健師と子育て
支援係の職員、第2子目以
降は保健師と管理栄養士等
が訪問を行い子育て支援を
行う。また訪問時に、全ての
母親を対象に産後うつスク
リーニングを実施し、必要時
適切な支援につなぐ。

訪問時に異変や困難に気づき、問題
があれば関係機関につなげる等、自
殺対策を踏まえた対応の強化にもな
り得る。

健康づくり課

23 発達相談事業

未就学の子どもの行動や発
達等において専門家が相
談対応を行い、健やかな子
どもの成長発達を促す。

本人や家族との面談時に状況を把握
し、問題があれば関係機関につなげ
る等、自殺対策を踏まえた対応の強
化にもなり得る。

健康づくり課

24
特定健診・特定
保健指導

健康診断の結果をもとに、
生活習慣病等の予防につ
いて、保健師や管理栄養士
が保健指導を行う。

健康診断等の機会を活かし、問題が
ある場合にはより詳細な聞き取りを行
うことにより、専門機関による支援へ
の接点となり得る。健康問題からくる
不安や悩みに対する相談を行い、自
殺リスクの減少を図る。

健康づくり課
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No. 事業名 事業概要 自殺対策の視点からの事業の捉え方 担当課

25 窓口・電話相談
健康等に関する相談につい
て、保健師や管理栄養士等
が相談対応を行う。

相談者の中で、自殺リスクが高い者
に対して、必要な助言や適切な支援
先へつなぐ等の対応を行うことができ
れば、自殺リスクの軽減にも寄与し得
る。

健康づくり課

26 健診結果説明会

健康診断の結果をもとに、
生活習慣病等の予防につ
いて、保健師や管理栄養士
が保健指導を行う。

健康診断等の機会を活かし、問題が
ある場合にはより詳細な聞き取りを行
うことにより、専門機関による支援へ
の接点となり得る。健康問題からくる
不安や悩みに対する相談を行い、自
殺リスクの減少を図る。

健康づくり課

27 健康教育

生活習慣病予防等の健康
の管理・維持増進のため、
一人ひとりが健康について
意識を向け、自らが健康を
獲得できるよう集団教育を
行う。

講座において、テーマに即した形で
自殺の問題を取り上げることができれ
ば、自殺対策について啓発出来る。

健康づくり課

28 訪問指導

療養上の保健指導が必要
であると認められた者及び
その家族等に対して、保健
師等が訪問して、その健康
に関する問題を総合的に把
握し、必要な保健指導を行
う。

当事者や家族等と対面で応対する機
会を活用することで、問題の早期発
見・早期対応への接点となり、自殺リ
スクの軽減に寄与し得る。

健康づくり課

29
各種がん検診・
結核検診事業

がん・結核の予防及び早期
発見の推進を図ることによ
り、がん・結核による死亡率
を減少させることを目的に検
診を推進する。

健康診断等の機会を活かし、問題が
ある場合にはより詳細な聞き取りを行
うことにより、専門機関による支援へ
の接点となり得る。

健康づくり課

30

食生活改善推進
員活動支援
食生活改善推進
員養成講座

子どもから高齢者まで、健
全な食生活を実践すること
のできる食育等の活動を行
う食生活改善推進員の活動
支援やその養成講座を行
う。

推進員にこころサポーター学習会を
受講してもらうことで、普段の活動の
中で自殺のリスクを早期に察知し、必
要時に関係機関へとつなぐ等の対応
を強化できる可能性がある。

健康づくり課

31

運動普及推進員
活動支援
運動普及推進員
養成講座

生活習慣病・介護予防を目
的に適正な運動習慣の普
及啓発のため、町内公民館
にて活動を行う運動普及推
進員の活動支援やその養
成講座を行う。

推進員にこころサポーター学習会を
受講してもらうことで、普段の活動の
中で自殺のリスクを早期に察知し、必
要時に関係機関へとつなぐ等の対応
を強化できる可能性がある。

健康づくり課
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No. 事業名 事業概要 自殺対策の視点からの事業の捉え方 担当課

32
介護予防事業
栄養改善

毎日の営みである｢食べるこ
と｣を通じて、低栄養状態の
改善をはかり、身体機能や
生活機能を維持することで
要介護状態や重症化を予
防する。

食生活に問題があり、低栄養を招い
ている高齢者の中には、生活苦や身
近な支援者の不在など、日常生活上
の困難を抱えて自殺のリスクが高い
人も少なくないと思われる。当事者や
家族等と対面で応対する機会を活用
することで、問題の早期発見・早期対
応への接点となり得る。

高齢者福祉課

33
地域支援事業日
常生活支援総合
事業

要支援者の多様なニーズ
に、要支援者の能力を最大
限活かしつつ、多様なサー
ビスを提供する仕組みであ
り、生活支援の充実、高齢
者の社会参加・支え合い体
制づくり、介護予防の推進、
関係者間の意識共有と自立
支援に向けたサービスの推
進等を行う。

事業に関わる職員にこころサポー
ター研修を受講してもらうことで、支
援対象の高齢者の抱える問題や異
変を早期に察知し、適切な機関へと
つなぐ等の対応を強化することができ
る。

高齢者福祉課

34
認知症総合支援
事業

保健・医療・福祉のさまざま
な分野の専門職が、初期の
段階で認知症による症状の
悪化防止のための総合的な
支援を行う。

事業に関わる職員にこころサポー
ター研修を受講してもらうことで、支
援対象の高齢者の抱える問題や異
変を早期に察知し、適切な機関へと
つなぐ等の対応を強化することができ
る。

高齢者福祉課

35
緊急通報装置給
付等事業

高齢者等だけの世帯やひと
り暮らしの高齢者等が急病
や災害などの緊急時にボタ
ンを押すことで消防署等に
いち早く連絡できるシステム
であり、高齢者等の精神的
不安の解消を図る。

申請時に、当人や家族等と面談を行
う中で、問題状況等の聞き取りができ
なければ、家庭での様々な問題につ
いて察知し、必要な支援先につなげ
る接点ともなり得る。

高齢者福祉課

36
認知症サポー
ター養成講座

認知症に対する正しい知識
と理解を持ち、地域で認知
症の人やその家族に対して
できる範囲で手助けする認
知症サポーターを養成す
る。

認知症の家族にかかる負担は大き
く、介護の中で共倒れや心中が生じ
たりする危険性もある。地域全体の気
づきの力を高めていくことにより、地
域における気づき役となる担い手を
拡充することで、問題の早期発見・早
期対応への接点となり、自殺リスクの
軽減に寄与し得る。

高齢者福祉課

37
配食サービス見
守りネットワーク

栄養のバランスがとれた食
事を居宅に訪問して定期的
に提供するとともに、利用者
の安否確認を行い、必要時
関係機関へ連絡を行う。

見守りネットワークの強化や連携を行
うことにより、問題の早期発見・早期
対応への接点となり、自殺リスクの軽
減に寄与し得る。

高齢者福祉課
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No. 事業名 事業概要 自殺対策の視点からの事業の捉え方 担当課

38
高齢者虐待に関
する相談

養護者による高齢者虐待に
関する相談対応を行い、問
題の深刻化を防ぐ。

高齢者虐待には、養護者自身が介
護疲れがある場合や経済的な問題
等を抱えている場合も少なくないと考
える。その場合、自殺リスクも高まる可
能性があり、必要な助言や適切な支
援先へつなぐ等の対応を行うことがで
きれば、自殺リスクの軽減にも寄与し
得る。

高齢者福祉課

39
介護支援専門員
に関すること

地域の介護支援専門員が
包括的・継続的ケアマネジ
メントを実践できるように、直
接的または間接的に支援を
行う。

専門職員に、こころサポーター研修を
受講してもらうことで、支援対象の高
齢者の抱える問題や異変を早期に察
知し、適切な機関へとつなぐ等の対
応を強化することができる。

高齢者福祉課

40
介護予防ケアマ
ネジメント

要支援1・2の認定を受けた
方が、比較的軽度なうちに
適切なサービスを提供する
ことにより、要介護状態の改
善または悪化の予防を図る
ため、計画立案を行う。

専門職員に、こころサポーター研修を
受講してもらうことで、支援対象の高
齢者の抱える問題や異変を早期に察
知し、適切な機関へとつなぐ等の対
応を強化することができる。

高齢者福祉課

41
成年後見制度利
用支援事業

判断力の低下した高齢者
で、経済的な問題を抱える
場合に、町長が後見開始等
の審判請求及びその請求
費用の負担を行う。

対面で応対する機会を活用すること
で、問題の早期発見・早期対応への
接点となり、自殺リスクの軽減に寄与
し得る。

高齢者福祉課

42
短期保険証・資
格証発行に関す
る事務

国民健康保険税を滞納した
場合に通常の保険証の代
わりに交付する。

保険税等を期限までに支払えない方
は、生活面で深刻な問題を抱えてお
り、困難な状況にある可能性が高い。
抱えている問題に応じて、そうした方
を支援機関へとつなぐ機会として活
用し得る。

住民課

43 葬祭費給付事業

川崎町国民健康保険の加
入者が亡くなられたときは、
葬祭を行った者に3万円を
支給する。

葬祭費の申請を行う者の中には、大
切な者との死別のみならず、費用の
支払いや死後の手続き面などで様々
な問題を抱えて、自殺リスクの高まっ
ている方もいる可能性がある。そのた
め、抱えている問題に応じて、そうし
た者を支援機関へとつなぐ機会とし
て活用し得る。

住民課
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44
EAP（従業員援
助プログラム）派
遣相談

職員とその家族を対象に悩
みや心配事の早期発見・解
決を図るため、専門のカウン
セラーが相談対応を行う。

町民からの相談に応じる職員の、心
身面の健康の維持増進を図ること
で、自殺総合対策大綱にも記載され
ている「支援者への支援」となり得る。

総務課

45
出張無料法律相
談会

土地問題や相続、金銭賃借
など、日常生活上の法律に
関することについて、弁護
士会が行っている無料法律
相談の出張相談所を設け
る。

日常生活上の困難を抱える人々は、
自殺リスクの高いグル―プでもある。
法律相談をきっかけに抱えている他
の問題も把握、対応していくことで、
包括的な問題の解決に向けた支援を
展開し得る。

総務課

46 消費者生活相談
悪質商法、商取引上のトラ
ブルに関する相談対応を行
う。

消費生活における悩みやトラブルを
抱えた人々は、自殺リスクの高いグ
ループでもある。消費生活に関する
相談をきっかけに、抱えている他の課
題も把握・対応していくことで、包括
的な問題の解決に向けた支援を展開
し得る。

商工観光課

47 心配ごと相談

家庭のこと、土地家屋のこ
と、交通事故のことなど、悩
み事に関して相談対応を行
う。

当事者や家族等と対面で応対する機
会を活用することで、問題の早期発
見・早期対応への接点になり得る。

社会福祉協議会

48
インターネット使
用におけるモラ
ル教育

子どもがインターネットを利
用する上で、不適正な利用
により起こり得る問題を未然
に防ぐため、安心・安全な利
用のための啓発活動等の
取組を行う。

スマートフォンやソーシャルメディア
等の安心・安全な利用のための啓発
活動を行うことで、いじめやプライバ
シーの問題及び犯罪被害の防止を
図ることで、自殺対策の一助となり得
る。

教務課

49 就学援助制度

経済的理由によって、就学
が困難な小中学校の児童
生徒の保護者に対して、学
用品費や給食費などの援
助を行う。

就学に際して経済的困難を抱えてい
る児童生徒は、その他にも家庭内の
様々な問題や保護者自身にも困難を
抱えている可能性が考えられる。家
庭状況に関する聞き取りを行うことで
リスクの早期発見と対応が可能とな
る。

教務課

34


